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建設コンサルタント業務等における低価格による受注に関する調査等 
について（通知） 

 
 近年、建設コンサルタント業務等の請負契約を締結する場合の競争入札において、

低価格による受注の増加傾向が認められることにかんがみ、今般、下記のとおり調

査等を試行することとしたので、遺憾のないよう措置されたい。 
 

記 
 
１．目的 

低価格による受注に係る業務の履行状況を把握し、成果物の品質の確保に資す

ることを目的とすること。 
 
２．対象業務 

この取扱いは、次に掲げる業務（港湾空港関係事務に係るものを除き、その予

定価格が１，０００万円を超えるものに限る。）で指名競争に付するもののうち、

その落札価格が予定価格に１０分の７を乗じて得た額（以下「基準価格」とい

う。）に満たないものを対象とすること。 
① 測量 
② 建築関係建設コンサルタント業務 
③ 土木関係建設コンサルタント業務 
④ 地質調査業務 
⑤ 補償関係コンサルタント業務 

 
３．入札参加者への周知 

 (1) この措置の円滑な運用を図るため、次に掲げる事項を現場説明書（特記仕様

書）に記載することにより、入札参加者に周知すること。 
① 落札価格が基準価格を下回ったときは、低価格による受注に係る落札価格、

業務履行体制及び業務履行状況について調査等を行うこと。 



② ①の場合においては、請負者は、事後の調査に協力されたいこと。 
③ 測量及び地質調査業務においては、配置予定技術者のうちから、現場作業

における技術上の責任を有する者として現場責任者を定められたいこと。 
 (2) (1)の記載は、別表の記載例によること。 

 
４．調査等の実施 

調査等の項目、時期及び方法は、次の表のとおりとすること（別紙参照）。 
項目 時期 方法 

対象業務であ

る旨の通知 
低価格によ

る受注によ

り対象業務

が生じた場

合において

契約を締結

した後 

地方整備局長又は事務所長が契約締結後速や

かに請負者に対し「低価格受注調査等対象業

務通知書」（様式１）によりその旨を通知す

るとともに、次の①から⑥までに掲げる資料

（以下「作成依頼資料」という。）の作成及

び提出を依頼すること。 
① 当該価格で入札した理由（様式２） 
② 入札金額の積算内訳（様式３） 
③ 業務実施体制（様式４） 
④ 手持業務の状況（様式５） 
⑤ 配置技術者名簿（様式６） 
⑥ 過去に実施した同種又は類似の業務名

及び発注者（様式７） 
落札価格及び

業務履行体制

の調査 

業務着手時 原則として、総括調査員等が請負者の支店

長、営業所長等及び管理技術者等から作成依

頼資料に関する説明の聴取を行うこと。 
業務履行状況

の調査 
業務履行中

の時点 
（対象業務共通） 

総括調査員等が請負者の管理技術者等から業

務履行状況に関する説明の聴取を行うこと。

現場作業状況

の調査（測量

及び地質調査

業務に限る。

５．の表 (3)

に お い て 同

じ。） 

業務履行中

の時点 
（測量・地質調査業務） 

総括調査員等が必要に応じて立会いを行い、

次に掲げる事項を確認すること。 

① 業務計画書等に照らして現場作業が適

切に実施されているかどうか。 

② 現場責任者が適切に作業を実施してい

るかどうか。 

照査状況の調

査（土木設計

業務で、土木

設計業務等委

託契約書（平

成７年６月３

０日付け建設

省厚発第２６

号）第１１条

第１項の規定

業務の完了

検査時 
検査職員が照査技術者からの照査報告書に関

する報告の聴取により、照査が設計図書に従

い適切に実施されているかどうかを確認する

こと。 



に基づき設計

図書において

照査技術者を

定めることが

定められてい

る も の に 限

る。５．の表

(3)において同

じ。） 
（注１）「総括調査員等」とは、次に掲げる者をいうこと。 

① 測量における総括監督員及び主任監督員（これらに相当する者として契

約書、仕様書等において定められた者を含む。③及び④において同じ。） 
② 建築関係建設コンサルタント業務及び土木関係建設コンサルタント業務

における次に掲げる者 
イ 建築設計業務及び土木設計業務等における総括調査員及び主任調査員

（地方建設局委託設計業務等調査検査事務処理要領（平成１１年４月１

日付け建設省厚契第３１号）第５第１項に規定する総括調査員及び主任

調査員をいう。） 
ロ 建築工事監理業務における総括調査員及び主任調査員（建築工事監理

業務委託共通仕様書（平成１３年２月１５日付け国営技第６号）１．２

第３項に規定する総括調査員及び主任調査員をいう。） 
ハ その他イ及びロに掲げる者に相当する者として契約書又は仕様書にお

いて定められた者 
③ 地質調査業務における総括監督員及び主任監督員 
④ 補償関係コンサルタント業務における総括監督員及び主任監督員 

（注２）「管理技術者等」とは、次に掲げる者をいうこと。 
① 測量における主任技術者（これに相当する者として契約書又は仕様書に

おいて定められた者を含む。③において同じ。） 
② 建築関係建設コンサルタント業務及び土木関係建設コンサルタント業務

における次に掲げるもの。 
イ 建築設計業務における管理技術者（建築設計業務委託契約書（平成１

０年１０月１日付け建設省厚発第３７号）第１５条第１項に規定する管

理技術者をいう。） 
ロ 建築工事監理業務における管理技術者（建築工事監理業務委託契約書

（平成１３年２月１５日付け国官地第３－２号）第９条第１項に規定す

る管理技術者をいう。） 
ハ 土木設計業務等における管理技術者（土木設計業務等委託契約書（平

成７年６月３０日付け建設省厚契第２６号）第１０条第１項に規定する

管理技術者をいう。） 
ニ その他イ、ロ及びハに掲げる者に相当する者として契約書又は仕様書

において定められた者 
③ 地質調査業務における主任技術者 
④ 補償関係コンサルタント業務における主任担当者（これに相当する者と

して契約書又は仕様書において定められた者を含む。） 



（注３）「業務計画書等」とは、次に掲げるものをいうこと（５．の表(2)にお

いて同じ。）。 

① 測量における業務計画書（これに相当するものとして契約書又は仕様書

において定められたものを含む。） 

② 建築関係建設コンサルタント業務及び土木関係建設コンサルタント業務

における次に掲げるもの 
イ 建築設計業務における業務計画書（公共建築設計業務委託共通仕様書

（平成１５年３月３１日付け国営建第１５７号）３．５第１項に規定す

る業務計画書をいう。） 
ロ 建築工事監理業務における業務計画書（建築工事監理業務委託共通仕

様書３．９第１項に規定する業務計画書をいう。） 
ハ 土木設計業務等における業務計画書（設計業務共通仕様書（平成７年

９月２５日付け建設省技調発第１２３号）第１１１１条第１項に規定す

る業務計画書をいう。） 
ニ 電気通信施設設計業務における業務計画書（電気通信施設設計業務共

通仕様書（案）（平成１４年３月２２日付け国技電第６５号）第１１１

１条第１項に規定する業務計画書をいう。） 
ホ その他イからニまでに掲げるものに相当するものとして契約書又は仕

様書において定められたもの 

③ 地質調査業務における調査計画書（これに相当するものとして契約書又

は仕様書において定められたものを含む。） 

④ 補償関係コンサルタント業務における作業計画 
 
５．連絡 

本局の担当課長又は事務所長は、次の表の中欄に掲げる場合には、それぞれ同

表の右欄に掲げるところにより、速やかに企画部技術管理課及び本局関係各課

（契約課及び営繕関連業務にあっては技術・評価課、用地関連業務にあっては用

地第一課をいう。以下５．において同じ。）に連絡すること。企画部技術管理課

においては、資料を集計・整理し、整理した情報を本局の担当課長及び事務所長

並びに本局関係各課に供与すること。 
(1) 対象業務が生じた

とき 
対象業務が生じた旨を、「低価格受注調査等対象業

務発生連絡書」（様式８）に予定価格調書及び入札

調書を添付して、連絡すること。 
(2) 落札価格及び業務

履行体制の調査を

行ったとき 

調査結果を、次に掲げる資料を添付して連絡するこ

と。 
① 作成依頼資料 
② 業務計画書等 

(3) 業務の完了検査を

したとき 

次に掲げる資料を送付すること。 

① 業務履行状況の調査、現場作業状況の調査又

は照査状況の調査を実施したときは、その結果 

② 業務成績評定表 

③ 評定点集計表 

（注１）「業務成績評定表」とは、次に掲げるものをいうこと。 
① 地方整備局等建築設計委託業務成績評定要領（平成１４年６月２８日付



け国営建第４９号）別記様式第１に規定する「建築設計委託業務成績評定

表」 

② 地方整備局委託業務等成績評定要領（平成１４年９月５日付け国官技第

１４２号）別記様式第１に規定する「委託業務等成績評定表」 

③ 用地調査等請負業務成績評定表 
（注２）「評定点集計表」とは、次に掲げるものをいうこと。 

① 「地方整備局等建築設計委託業務成績評定要領の運用」（平成１４年６

月２８日付け国営計第４４号、国営建第５１号、国営設第３２号）別添の

採点表（集計表） 

② 「地方整備局委託業務等成績評定要領の運用について」（平成１４年９

月５日付け国官技第１４３号）の参考（考査基準）１０．に規定する「評

定点集計表」 

③ 地方整備局用地調査等請負業務成績評定表に係る考査基準の「評定点集

計表」 
 
６．土木設計業務（詳細設計業務）における重点的検査 

土木設計業務（土木設計業務等委託契約書第１１条第１項の規定に基づき設計

図書において照査技術者を定めることが定められているものに限る。）のうち詳

細設計業務においては、必要に応じて成果物の検査を重点的に行うこと。 
 

７．適用 

 (1) この通知は、平成１６年１２月１日から平成１８年３月３１日までの間に指名

の通知を行う競争入札方式について適用すること。 
 (2) この通知の適用の際現に効力を有する建設コンサルタント業務等における低価

格による受注に関する調査等に関する措置で地方整備局において定められたも

のは、平成１７年３月３１日までの間（当該期間内に当該措置が廃止されたと

きは、当該廃止の日までの間）に限り、この通知にかかわらず、当該措置によ

ることができること。 
  

別表（３．関係） 
 ① 落札価格が予定価格に１０分の７を乗じて得た額を下回ったときは、落札価

格、業務履行体制及び業務履行状況に関する調査等を行うので、協力された

い。 
② （測量又は地質調査業務の場合）①の調査等に当たり、請負者は、配置予定

技術者のうちから、現場作業における技術上の責任を有する者として「現場責

任者」を定められたい。 



様式１（４．関係） 
低価格受注調査等対象業務通知書 

 
文書番号     
平成○年○月○日 

 
  住所 

落札者の商号又は名称 
  代表者氏名     殿 
 

○○地方整備局長（○○事務所長） 
 
 平成○年○月○日に落札となった○○○○業務については、低価格による受注に

関する調査等の対象業務となりましたので、同調査に御協力いただきたく、通知し

ます。 

 ついては、次に掲げる資料を作成し、平成○年○月○日までに提出してください。 

① 当該価格で入札した理由 
② 入札金額の積算内訳 
③ 業務実施体制 
④ 手持業務の状況 
⑤ 配置技術者名簿 
⑥ 過去に実施した同種又は類似の業務名及び発注者 

〔注〕提出期限は、原則として通知の日から７日以内とすること。 



 

 

様式２（４．関係） 
当該価格で入札した理由 

  
 
当該価格で入札した理由 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

〔注〕手持業務の状況、手持機器等の状況、過去に実施した同種又は類似の業務の

実績、保有する技術者の状況、再委託会社の協力等の観点から記載すること。



 

 

様式３（４．関係） 
入札金額の積算内訳（標準記載例） 

 
業務名称  

設計書コード  

項目 工種 種別 細別 単位 数量 金額 備考 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
直接業務費 
 
 
 
 
間接業務費 
 
 
 
 
一般管理費等 
 
 
 
 
 
業務価格 
 
消費税相当額 
 
業務費 

 

 

直接人件費 

直接経費 

技術経費 

業務管理費 

一般管理費 

付加利益 

      

〔＊〕測量、土木関係建設コンサルタント業務、地質調査業務及び補償関係コンサ

ルタント業務にあっては設計数量総括表等に対応する内訳を記載すること。 

〔＊〕建築関係建設コンサルタント業務の積算内訳項目は、直接人件費、諸経費

（直接経費及び間接経費）、技術経費、特別経費、業務価格、消費税相当額、

業務費とする。 

〔注〕見積り等積算根拠を示すものがあれば添付すること。 



 

 

様式４（４．関係） 
業務実施体制（標準記載例） 

 
区分 氏 名 役職・部署 担当する役割の内容 備 考 

管理技術者     
照査技術者     
担当技術者     
担当技術者     
担当技術者     
担当者     
担当者     
 
 
 
C 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〔注１〕配置する技術者の役割を分担させたときは、それぞれの配置する技術者の

役割を、体制図として記載すること。また、契約書に基づき再委託等をすると

きは、再委託等の相手方の商号又は名称、再委託等に係る部分、再委託等の理

由等について記載すること。 

〔注２〕測量及び地質調査業務においては、現場作業における技術上の責任者を有

する者として定めた「現場責任者」が誰であるかを明記すること。 

〔注３〕技術者の区分及び体制図は業務に応じて適宜記載すること。 

管理技術者 

・担当する役割

の内容 

照査技術者 

・担当する役割

の内容 担当技術者 

・担当する役割

の内容 

担当技術者 

・担当する役割

の内容 

担当者 

・担当する役割

の内容

担当者 

・担当する役割

の内容 

担当者 

・担当する役割

の内容

再委託等の相手方 

・再委託等に係る部分、再委託等の理由等 



 

 

様式５（４．関係） 
手持業務の状況 

 
 （    技術者）（氏名：     ） 

業務名 発注機関 履行期間 契約金額 

    

〔注〕配置する技術者ごとに作成すること。



 

 

様式６（４．関係） 
配置技術者名簿（標準記載例） 

  

区分 氏 名 資 格 取得年月日 免許番号 
交付番号 

管理技術者 
    

照査技術者 
    

担当技術者 
    

担当技術者 
    

担当技術者 
    

担当者 
    

担当者 

    

担当者 
    

〔注１〕測量及び地質調査業務においては、配置する技術者のうち現場作業におけ

る技術上の責任者を有する者として定めた「現場責任者」が誰であるかを明記

すること。 
〔注２〕技術者の区分は業務に応じて適宜記載すること。



 

 

様式７（４関係） 
過去に実施した同種又は類似の業務名及び発注者 

 
 
（    技術者）（氏名：     ） 

業務名 発注機関 履行期間 契約金額 

    

〔注〕過去○年間の実績のうち主要なものについて配置する技術者ごとに記載する

こと。 



 

 

様式８（５．関係） 
低価格受注調査等対象業務発生連絡書 

 
部課名（事務所名）         

平成   年   月   日 
 
業務名称  

設計書コード  
予定工期 平成   年   月   日まで 
業務種別  
契約方式  
入札日 平成   年   月   日 
入札参加業者数     ○業者 
基準価格に満たな

い入札に係る入札

参加者数 
    ○業者 

最低入札業者名 
（落札業者名） 

 

予定価格（Ａ） （税別） 

落札価格（Ｂ） （税別） 
（Ｂ）／（Ａ）  

予定価格の 
算出根拠 

□大半が標準 
 歩掛り 

□標準歩掛と

見 積 りが同

程度 

□大半が見積

り 
□その他 

契約日（予定）  
担当課・担当係 （マイクロ     ）

備考 

 

〔注〕予定価格調書及び入札調書を添えて企画部技術管理課及び本局関係各課に連絡

すること。 



 

 

別紙 
低価格受注調査等の手続 

 

時期 事項 担当課等 提出書類等 

公示等 現場説明書(特記

仕様書)への周知

事項の記載 

総務部契約課又は事務

所経理課等（本局又は

事務所の業務担当課）

 

①対象業務である

旨の通知 

②資料作成依頼 

局長又は事務所長→請

負者 

低価格受注調査等対象業務

通知書（様式１） 

契約締結後 

対象業務の発生の

連絡 

本局の担当課長又は事

務所長→企画部技術管

理課・本局関係各課 

① 低価格受注調査等対象

業務発生連絡書（様式

８） 

② 予定価格調書 

③ 入札調書 

対象業務で

ある旨の通

知の日から

７日以内 

作成依頼資料の提

出 

 

 

請負者→局長又は事務

所長 

作成依頼資料（様式２から

様式７まで） 

総括調査員等→支店

長、営業所長等及び管

理技術者等 

 

 業務着手時 落札価格及び業務

履行体制の調査 

本局の担当課長又は事

務所長→企画部技術管

理課 

① 調査結果 

② 作成依頼資料（様式２

から様式７まで） 

③ 業務計画書等 

業務履行状況の調

査 

総括調査員等→管理技

術者等 

 業務履行中

の時点 

現場作業状況の調

査（測量及び地質

調査業務） 

総括調査員等→現場責

任者 

 

業務の完了

検査時 

照査状況の調査

（照査技術者が定

められた業務） 

検査職員→照査技術者  

業務完了検

査後 

資料の送付 本局の担当課長又は事

務所長→企画部技術管

理課 

① 調査結果 

② 業務成績評定表 

③ 評定点集計表 

 


